






















































































2007 年以降であった。また、北アイルランド議会は、2002 年 10 月から
2007 年 5 月までと、2017 年 1 月以降 2019 年 4 月現在もその機能を停止して
いる。つまり、北アイルランド議会への立法上の同意動議が出されたのは、
2002 年 10 月までと、2007 年から 2017 年までの期間においてであった。
　1999 年 5 月から 2018 年 5 月までに 340 の立法上の同意動議が英国議会か
ら出されてきた。その内訳は、スコットランドについては 173、北アイルラ
ンドについては 79、ウェールズについては 88 であった。上記の動議のう
ち、スコットランド議会は 1回、ウェールズ議会は 7回、北アイルランド議
会は 1回、英国議会からの同意動議を拒絶してきた（Institute for 
Government, Brexit and the Sewel （legislative consent） Convention）。この中




（Welfare Reform （Further Provision） （Scotland） Act）を制定し、スコットラ








review）7）の結果を示したのが、2017 年 1 月 24 日の R （Miller） v Secretary of 



























年欧州連合離脱通告法（European Union （Notification of Withdrawal） Act 
2017）を制定した（女王の裁可は、2017 年 3 月 16 日）。同法は、リスボン
条約第 50 条9）が定める離脱交渉の開始に関する正式の通告を欧州理事会
（council of European Union）に伝える権限を首相に付与することを目的とし
英国における権限委譲改革と政府間関係の再検討（石見）
─ 36 ─







（European Union （Withdrawal） Act 2018）11）を議会で制定した（女王の裁可





ウェールズ政府は、2018 年 4 月 24 日、EU離脱法の第 11 条を修正すること
で英国政府と合意し、翌月の 5月 15 日、ウェールズ議会は EU離脱法に関
する立法上の同意動議を可決した。また、それに続いて、ウェールズ議会
は、EU離脱に備えてウェールズ法を整備するための EU継続法（正式名称
は “Law Derived from the European Union （Wales） Act 2018”）12）を制定した












条では、地域議会が修正を禁じられた EU法に関して、枢密院令（Oder in 
Council）により、一部修正できる方法を設けた。枢密院令による修正とい












考えた（Cowie 2018 pp. 30─31）。スコットランドやウェールズがそのように



























は、地域議会は法律の制定によりその規則を廃止できる （House of Commons 
Public Administration and Constitutional Affairs Committee  2018  p. 19）。
　上記のように、ウェールズ政府は、第 11 条の修正により、英国政府と合
意したが、スコットランド政府は合意しなかった。スコットランド議会は、
ウェールズ議会が立法上の同意動議を可決したのと同じ 2018 年 5 月 15 日、


































持つことになる EU法に関する政策分野は 142 ある。スコットランドは 111
であり、省庁別で見ると、環境・食糧・農村省が 28、内務省が 25、ビジネ
























⑥ 英国の安全を守るために必要な協力関係を継続するため（Joint Ministerial 
Committee communiqué: 16 October 2017）



















監督する新しい英国閣僚理事会（UK Council of Ministers）の設置を提案



































護をねらいとしたものでもある （GOV. UK Press release: Landmark Agriculture 

















（The Guardian, 12 Sep 2018）。
　オックスフォード大学の Dieter Helmは、論文の中で、EU離脱後に英国
が採用する 3つの選択肢について整理している。第 1の選択肢は、Pillar1
と 2 で構成される現行の CAPの枠組みを維持するものである。この利点は
これまでの手法と大きな変化がないため容易であることである。第 2の選択












目的としたもので、欧州地域開発基金（European Regional Development 

































































ド） の関係を支えるものとして、1999 年以降、「理解の覚書 （A Memorandum 







支援、③国際的関係の 3つの協定である（Torrance 2018 p. 5）。また、MOU
や協定を補足するための「権限委譲の手引書（Devolution Guidance Notes: 
DGN）」17）も定められている。
　MOUに基づき、英国政府と地域政府の代表者（大臣など）で構成される





















10 月の JMC（欧州交渉）で Brexit後に英国に移管される EU法に関する権
限をめぐる英国政府と地域政府の間での「共通の枠組み」の諸原則（上記の
内容）について合意に達した。その他にも、財政や農業などに関する会議を












対立が JMCで言及された機会は 4回あったが、そのうちの 3回はバーネッ
ト・フォーミュラ18）をめぐる問題であり、残る 1回は漁獲高の割合をめぐ







政府の間で合同財務相委員会（Joint Exchequer Committee: JEC）が設けら
れた。英国政府の財務大臣、スコットランド担当大臣、スコットランド政府










体が設けられた（Torrance 2018 p. 9）。
　英国政府と地域政府の間で起きる政治的・財政的対立について、最終的に
法的に対処するのは英国最高裁判所（United Kingdom Supreme Court: 
UKSC）の役割である。UKSCが 2009 年に設置されるまでは、その役割は枢

















（Torrance 2018 pp. 23─24）。
































は、2011 年に定められた「対立の回避と解決のための手続き（the Protocol 
for Avoidance and Resolution of Dispute）」がある。しかし、実際には、この
手続きに載らない多くの英国政府と地域政府の間の不一致がある。手続きに
基づく形式的な対立解決に有効性が少なく、また、地域政府がこの手続きを
あまり信頼していないからである（McEwen 2018 pp. 31─32）。報告書では、
手続きの定める各段階に対して、第三者の独立した専門家が助言を与えるし










































　清算金については、英国は EUに合計 350 億から 390 億ポンド（約 5兆
英国における権限委譲改革と政府間関係の再検討（石見）
─ 52 ─
1700 億～5兆 7600 億円）の清算金を支払う。
　アイルランド国境管理については、アイルランド共和国と英領北アイルラ
ンドの国境はモノの行き来を自由にし、税関を設けない。北アイルランドの





　移行期間の扱いについては、英国が EUを離脱する 2019 年 3 月から 2020
年 12 月 31 日までの間、原則として現行の EUルールが英国でも適用され
る。移行期間は 1回だけ期限付きで延長することができる。英国と EUは、
2020 年 7 月 1 日までに延長の是非を決める必要がある（bbc.com/Japanese/
features─and─analysis─46257931）。
　この協定案に対して、これまで Brexitの交渉を担当してきたドミニク・










には応じられない姿勢を貫いている。11 月 25 日には EUが臨時首脳会議を
開催し、英国以外の 27 の加盟国が協定案と政治宣言を承認したが、その後、




　メイ首相は、12 月 10 日、翌 11 日に予定されていた Brexitの協定案をめ
ぐる英国議会での採決を延期すると発表した。採決しても否決される可能性
が高いからである。また、12 日の夕刻（午後 6時～8時）には、メイ首相の































　年が改まって、2019 年 1 月 15 日、英国議会庶民院は、EU離脱案を採決
し、賛成 202 に対して反対 432 の 230 票差で否決した。保守党 314 票中、賛








































　英国議会は、2019 年 3 月 12 日に協定案に対する 2度目の採決を行い、反
対 391 対賛成 242 で協定案は再び否決された。また、同じく 3月 29 日に 3
度目の採決を行ったが、この時も、反対 344 対賛成 286 で否決された。すで
にこの時点で、離脱日は、4月 12 日まで延期されていたが、メイ首相は、
協定案が英国議会を通過しない状況を踏まえて、EU側に離脱期限の延期





























































































事規則（Standing Orders of the devolved legislatures）によれば、上記の場合のよ




るか否かについて議決すると定めている（Institute for Government, Brexit and the 
英国における権限委譲改革と政府間関係の再検討（石見）
─ 59 ─
Sewel （legislative consent） Convention）。
4）　スウル卿（Lord Sewel）は、1998 年スコットランド法が審議されていた当時のス
















条約上の義務は何ら持たなくなり、それは 1972 年 EC法を蹂躙するものではない












う進め方である。2017 年 12 月には、英国・EU間で第一段階の課題については十
分に進展したとして合意し、2018 年から第二段階の交渉に進んだ。ただし、北ア
























めなかった場合、②メイ首相が 2019 年 1 月 21 日までに合意に至らなかったと発表
した場合、③合意がないまま 2019 年 1 月 21 日を過ぎた場合の 3つのケースを想定
している。いずれの場合も、内閣が議会に対して次の段階を提案し、議会がそれに
対して投票を行なう（当初案では、庶民院が内閣の提案内容を確認するに留まって
いたが、2018 年 6 月 18 日の貴族院が承認した修正案により、庶民院が提案内容を
承認する必要があるようになった）（bbc.com/japanese/44557435）。その他、EUと
の関税をめぐる合意を得るための政府の措置を 2018 年 10 月 31 日までに議会に提
出することや、EU離脱の日時を 2019 年 3 月 29 日午後 11 時（英国時間。これは
二次立法により修正可）とすることなどが、主な修正点として追加された。現在審
議中および今後審議される Brexit関連の重要法案には、貿易法案（Trade Bill）や
関 税 法 案（Taxation （Cross─border Trade） Bill）、EU 離 脱 合 意・ 実 施 法 案









14）　例えば、The Guardian, 10th May 2018 などが伝えている。
15）　「高熱排熱・熱電供給」および「鉄道の事業権」は 2つの政策分野で 2回カウント
されているため、政策分野としては 153 である（Frameworks analysis: breakdown 
英国における権限委譲改革と政府間関係の再検討（石見）
─ 61 ─


























問題（ウェスト・ロジアン問題）への解決策として導入されたのが “English votes 
for English laws”である。これも英国の Devolutionの非対称性が引き起こした問題
点であり、それへの部分的解決策として導入されたものである（Kelly  2017）。
21）　メトロ・メイヤーはイングランドの合同行政機構（Combined Authorities）で採用















は領有権を主張している。また、2016 年の国民投票の際には、住民の 96％が EU
残留を支持した。
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6 月 23 日 EU 離脱・残留を問う国民投票の実施（離
脱派が勝利）
７ 月 13 日 キャメロン首相辞任、メイ首相就任
【201７ 年】
3 月 16 日（女王の裁可日） 欧州連合離脱通告法の制定
3 月 29 日 リスボン条約第 50 条に基づく離脱通告
6 月 ８ 日 英国総選挙（与党保守党は過半数割れ）
6 月 19 日 離脱交渉開始
12 月 15 日 欧州理事会で、第 1 段階の進展を歓迎し、
交渉は第 2 段階に移行
【201８ 年】
6 月 26 日（女王の裁可日） EU 離脱法の制定
７ 月 12 日 EU 離脱後の関係をめぐる交渉指針につい
ての白書を公表
11 月 14 日 英国政府は閣議で離脱協定案を了承
11 月 15 日 協定案に批判的な閣僚 2 人が辞任、保守党
議員の中に、メイ首相の辞任を求める動き
が見られる
11 月 25 日 EU 首脳会議で離脱協定案を承認
【2019 年】
1 月 15 日 英国議会 1 度目の協定案の否決
（賛成 202 対反対 432）
3 月 12 日 英国議会 2 度目の協定案の否決
（賛成 242 対反対 391）
3 月 29 日 英国議会 3 度目の協定案の否決
（賛成 2８6 対反対 344）
3 月 29 日午後 11 時 当初予定されていた英国の EU 離脱期限

























EU 加盟国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○


























































× 国 際 協
定・標準
が適用
× 対 EU 貿
易 は EU
規格適合
が必要
× ×
出典：内閣府報告書
https://www5.cao.go.jp/j-j/sekai_chouryuu/sh1８-01/pdf/s1─1８─2─3─2.pdf#search＝%2７EU%E9%9B%A2 
%E８%８4%B1＋%E5%８6%８5%E9%96%A3%E5%BA%9C%2７（最終閲覧日：14/2/2019）
